
令和４年度第３回補正予算（10月補正予算）に計上した事業

国県支出金
地方創生

臨時交付金
一般財源等

1 30,000 30,000

2 348,332 348,332

3 126,438 126,438

4 111,337 110,687 650

5 1,140 1,140

6 159,735 159,735

7 160,000 160,000

936,982 634,505 301,827 650

※上記の№は、次ページ以降の№に対応しています。

「電気料金高騰対応中小事業者応援金」
の支給

商工振興課

一般家庭照明器具ＬＥＤ化支援事業 生活環境課

新型コロナウイルス対策　第２９弾　合計

（国）ワクチン接種の推進
ワクチン接種

対策室

　　　◎伊那市 新型コロナウイルス感染症対策予算　第２９弾（令和４年度第４弾）
　　　　（電力・ガス・食料品等価格高騰支援事業を含む）

（国）「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金」の支給

「あん摩等施術所物価高騰対策支援助成
金」の支給

健康推進課

（県）「生活困窮世帯緊急支援金」（仮称）
の支給

社会福祉課

社会福祉課

　物価高騰の影響を受ける生活困窮世帯や子育て世帯等への支援
や、電気料金高騰に伴う支援を実施するとともに、新型コロナウイル
スワクチンの接種推進を図ります。

「子育て世帯物価高騰対策給付金」の支
給

子育て支援課

№ 事業名

　国県の制度に基づき生活困窮世帯を支援するとともに、市の独自支援として、子育て世帯を
支援します。また、電気料金の高騰対応として、中小事業者への応援金の支給や一般家庭の
照明のLED化などを支援します。
　さらに、国の新型コロナウイルスワクチン接種の動向を踏まえながら、ワクチン接種を推進し
ます。

　予算規模：　９３６，９８２　千円　.

（単位：千円）

事業費

財源

主管課
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№ 1

（事業概要）

30,000 千円 市単独事業 主管 生活環境課

№ 2

（事業概要）

348,332 千円 国10/10 主管 社会福祉課

№ 3

（事業概要）

126,438 千円 県10/10 主管 社会福祉課

一般家庭の照明のLED化を支援します

　照明のLED化により電気料金の負担軽減を図るため、LED照明器具の購入を支援し、併せて
二酸化炭素の排出抑制を推進します。

　支援対象　　市内の一般家庭の照明器具のLED化
　対象費用　　市内事業所から購入した照明器具購入費用
　　　　　　　　　（LED電球、LEDシーリングライト等）
　補助概要　　対象費用の１/２以内で、上限2万円（世帯1回限り）

歳出予算額 区分

歳出予算額 区分

　国の「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金」に必要な予算を計上し、該当世帯へ
迅速に支給します。

　支援対象　　市県民税非課税世帯、同様の事情が認められる家計急変世帯
　支援概要　　１世帯当たり　５万円
　支援方法　　市県民税非課税世帯 ： 確認書を送付する「プッシュ型」で実施
　　　　　　　　　家計急変世帯 ： 必要書類を添付した申請方式で実施

　県の「生活困窮世帯緊急支援金」（仮称）に必要な予算を計上し、該当世帯へ迅速に支給しま
す。

　支援対象　　市県民税（所得割）非課税世帯、同様の事情が認められる家計急変世帯
　支援概要　　１世帯当たり　３万円
　支援方法　　県が決定した方法で実施

国の制度に基づき生活困窮世帯を支援します

歳出予算額 区分

県の制度に基づき生活困窮世帯を支援します
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№ 4

（事業概要）

111,337 千円 市単独事業 主管 子育て支援課

№ 5

（事業概要）

1,140 千円 市単独事業 主管 健康推進課

№ 6

（事業概要）

159,735 千円 国10/10 主管
ワクチン接種

対策室

　物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、「子育て世帯物価高騰対策給付金」を支給しま
す。
　
　支援対象　　基準日時点で伊那市に住民登録があり、平成16年4月2日から基準日までに
　　　　　　　　　生まれた児童の養育者
　支援概要　　対象児童１人当たり　1万円
　支援方法　　伊那市から児童手当を受給している方 ： 申請不要
　　　　　　　　　高校生のみ世帯など ： 要申請

（国）新型コロナウイルスワクチン接種を推進します

　オミクロン株対応ワクチンの接種及び小児ワクチンの追加接種に伴う接種対象者の拡大や、
実施期間の延長を踏まえ、医療機関の協力を得ながらワクチン接種の推進を図ります。
　
　接種対象者　　 53,073人（見込み数値）
　接種方法　　　　個別接種、集団接種

歳出予算額 区分

歳出予算額 区分

あん摩等施術所を支援します

　物価高騰の影響を受けている、あん摩等施術所に対し、「あん摩等施術所物価高騰対策支援
助成金」を支給します。

　支援対象　　基準日において、保健所に開設を届け出て業務を行っており、今後も事業を
　　　　　　　　　継続する意思がある施術所
　支援概要　　施術所当たり　３万円
　支援方法　　申請方式で実施

歳出予算額 区分

物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援します
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№ 7

（事業概要）

160,000 千円 市単独事業 主管 商工振興課

電気料金高騰の影響を受ける中小商工事業者を支援します

　電気料金高騰の影響を受ける中小商工事業者に対し、「電気料金高騰対応中小事業者応援
金」を支給します。（電力会社からの供給電力量を対象とします。）

　支援概要　　本年７月～10月のうち連続する２か月の平均電気使用量に対して、
　　　　　　　　　１kWh当たり５円を、６か月分支援。　上限50万円
　支援対象　　２か月の平均電気使用量が1,500kWh以上の中小商工事業者（1,000件見込み）
　申請受付　　令和４年11月１日から令和５年１月31日

歳出予算額 区分
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